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エレベータは障害者に支障ないよう運行する

労使協議抜きの労働安全衛生基準の変更に抗議／労務統括官が謝罪
気温・湿度計の配備と定時測定、休養室の設置、扇風機、冷却シート等、熱中症対策を要請

自治労県職労は7月7日、次の点について、労務統括官に対して申し入れを行ないました。

①組合との事前の相談・協議もなく、労働安全衛生基準に係る変更を一方的に行ったこと、その内容も労働安全衛生基準を超えるものであったこと、これは到底容認できない。

②節電を理由に、障害のある県民が来庁し、障害のある職員が勤務する庁舎のエレベータを停止することは、到底許されるものではない。常時障害者が勤務する庁舎については、「必要に応じてエレベータを運行させればよい」ということにはならない。職員に「トイレに行きたいのでエレベータを動かしてほしい」と言わせるのは人権問題だ。早急に是正すべきである。

③今後、労務統括官が責任を持って、職員の労働安全衛生の確保に努めていただきたい。

労務統括官の回答

　これに対して労務統括官は、「電力使用制限令が発令される中で、医療や福祉、事業に支障が起きないよう15％節電に努める必要があり、各県施設で節電計画を策定した。その中で、照明や室温を抑える策も講じられているが、職員団体への説明・周知がなされていなかったことは遺憾であり、説明が遅れたことをお詫びしたい。職員の健康管理に留意することは重要であり、照度や室温など、作業環境の把握に努めたい。熱中症や心身に負荷がかからないよう水分補給や扇風機等の活用など、きめ細やかに工夫するよう所属長に周知したい。また、エレベータの運行については、障害のある県民・職員に支障が生じないようにしたい。」と回答しました。

今後の対応についての要請内容

（１）責任体制

・当局が責任を持って、職員の健康・安全の確保に努めること。

・万一、「熱中症」等が起きた場合、公務災害として的確な対応を行うこと。

（２）各所属・庁舎共通事項

・気温・湿度計の設置

・気温・湿度計の定時観測

・休養室等の設置とおしぼり、冷水等の準備

・職員の健康配慮について管理職への徹底

・危険な室温になった際の退避措置

・警報発令時の閉庁措置

（３）職場状況に応じた措置

・扇風機等の配備

・冷却シートなどの準備

（４）必要な予算措置について

・節電した電気代を所属の熱中症対策に流用できるよう制度・運用を見直すこと

・熱中症対策により所属の予算に不足が生じるおそれがある場合、各局でのフォローすること
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　これらの要請に対して、労務給与課長から、前向きに、早急に検討するとの回答を得ました。

また、節電対策としての定時退庁、休暇取得促進のために、夏期における「予算・監査業務の大幅な簡素化」「その他、可能な業務の時期変更や簡素化」を検討するよう、あわせて要請しました。
組合員アンケートを実施します！

○期間：7月11日～15日
自治労県職労本部役員選挙

○立候補締切：7月14日
自治体再生に向け頑張る仲間たち⑨
○「自治労福島（7/1）」より
◇あだたらに曙が！
6 月27 日、浪江町の避難所となっている二本松市・あだたら体育館に元横綱の曙さんとタレントの清水國明さんが登場し、お二人が20 年通っている行きつけのお店「リベラ」のステーキ1,500 食が振舞われました。あいにくの雨模様でしたが、曙さん･清水さんとの握手会やステーキには長蛇の列。あだたら体育館や周辺旅館で避難生活を送る浪江町民はステーキに舌鼓を打ちながら、楽しいひとときを過ごしていました。
あだたら体育館では現在、群馬･三重･埼玉･栃木県本部の6名が2 チーム24 時間体制で支援活動をしており、当日の受入準備･片付けも行いました。
◇保育現場の現状を伝える
6 月25 日、東京都・総評会館で「自治労東京都本部第26 回保育集会」が開催され、福島市職労の保育士：坂内玲子さん・安西知佳子さんが講師として、福島市立保育所の実態等を報告しました。
原発事故以降、『放射線量は屋外活動制限基準値より低いが、不安で外遊びができなくなっている』、『外に出られないことから食育の一環として行ってきた野菜栽培ができなくなっている』、『窓が開けられず感染症の蔓延が心配』、『放射線に関する情報が錯綜し、正しい対処方法が分からない』等様々な問題を報告しました。このような状況の中、室内にプランターを持ち込みプチトマトを栽培したり、ユニセフの“そとあそびプロジェクト”に参加し、線量の少ない牧場で子どもたちをおもいっきり遊ばせたりと、模索しながら保育に取り組んでいることも報告し、「子どもたちのために健康で安全安心な生活環境を確保したい」という福島の保育士の思いを訴えました

○「自治労みやぎ（6/15）」より

◇適切な公務災害認定に向け学習会
　～惨事ストレスへの対策強化も意思統一

　宮城県官公労働組合連絡協議会（県官公労協）主催の「東日本大震災・公務災害学習会」が6月11日、宮城自治労会館で行われた。今回の震災に対して公務災害基金本部は、因果関係を広く解釈する通達を出しているが、判断が難しい事例や、また惨事ストレスなど立証困難な事例も想定される。

　講師の吉田昭二さん（地方公務員災害補償基金参与／都市交労組書記次長）は、基金本部に柔軟で迅速な対応を要請したことを報告したうえで、基金本部の今回の震災にかかわる通知や想定問答集を使って、認定基準について詳しく解説した。

　また、吉田さんから「自治体職員自ら被災する中で、業務に忙殺されており、惨事ストレス等に対するメンタルヘルス対策が重要だ」との指摘を受け、各組合で取り組みを強化していくことを確認しあった。

◇公務災害基金支部に迅速な対応を要請
　県官公労協・県公務員共闘会議・自治労県本部の三者は5月25日、地方公務員災害補償基金宮城県支部に対し、迅速な対応などを求める要請を行った。

　要請内容は、①被災者・家族の生活支援を念頭に置いた迅速な対応を行うこと、②自治体庁舎が被災していることを踏まえ、事務支援を行うこと、③二次災害を発生させないように過労対策・健康回復の取り組みを行うことなど。基金支部は適切な対応を約束した。

◇不忘園労組～不当解雇撤回に向け取消訴訟を準備
　4月1日の民間移譲に伴い、公務員としての雇用継続を求めていた組合員5人が分限免職（不当解雇）された問題で、県本部と不忘園労組は、免職処分取消を求める行政訴訟を提起する方針で準備を進めている。本部・県本部の顧問弁護士の協力を得て、5月6日、6月14日に対策会議を開催。訴状を作成し、6月中には提訴する予定だ。また、実質的に不当解雇に責任を負う県・白石市・七ヶ宿町・蔵王町に対しても、別途不当解雇による損害賠償請求訴訟を提起する方向で準備を進めている。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































